
○西会津町再生可能エネルギー設備等設置事業補助金交付要綱  

平成２５年３月２９日  

告示第９号  

改正 平成２７年３月２３日告示第８号  

平成２８年４月１日告示第１２号  

令和４年２月２５日告示第８号  

（趣旨）  

第１条 町は，住宅や事業所又は農業生産等施設（以下「設置施設」という。）に

再生可能エネルギー設備等（以下「設備」という。）の設置を支援することによ

り，本町に再生可能エネルギーの普及拡大を図り，自然と共生する美しく快適な

まちづくりを推進することを目的に，当該事業を実施する者に対し，西会津町補

助金等の交付に関する規則（昭和４７年規則第９号。以下「規則」という。）及

びこの要綱に定めるところにより予算の範囲内で補助金を交付する。  

（補助金の交付対象設備及び補助金額）  

第２条 補助金の交付対象となる設備（以下「交付対象設備」という。）及び補助

金額は，別表に掲げるとおりとする。ただし，補助金額に千円未満の端数が生じ

たときはこれを切り捨てた額とする。  

（補助金の交付対象者）  

第３条 補助金の交付対象者は，町内に住所を有する者，本町の住民となることを

前提に本町に住宅等を整備する者及び町内に事務所又は事業所等を有する法人で，

次の各号に該当するものとする。  

（１） 交付対象設備を設置する施設の所有者であるか，設置施設が交付対象者

の所有物でない場合は，予め書面により施設所有者から設置承諾を受けている

者であること。  

（２） 町税等について，申請日現在において滞納していない世帯の者又は法人

であること。  

２ 補助金の交付は，交付対象設備ごとに１施設において１回限りとする。ただし，

蓄電池設備及び電気自動車充給電設備については，いずれか一方の設備のみを補

助対象とする。  

（申請）  

第４条 補助金の交付を受けようとする者は，交付対象設備設置事業の着手前に西

会津町再生可能エネルギー設備等設置事業補助金交付申請書（様式第１号）に次

に掲げる書類を添えて，町長に申請しなければならない。  

（１） 交付対象設備の設置施設の位置図  

（２） 交付対象設備の設置工事前写真  

（３） 交付対象設備設置工事費が確認できる見積書の写し  

（４） 設置する設備の型式仕様が確認できる書類の写し（蓄電池設備及び電気

自動車充給電設備設置者のみ）  

（５） 電力会社からの固定価格買取期間満了に関する通知書の写し（蓄電池設



備及び電気自動車充給電設備設置者のうち固定価格買取制度に基づく余剰電力

買取期間満了の場合）  

（６） 固定価格買取制度に基づく余剰電力の売電を行つていないことの誓約書

（蓄電池設備及び電気自動車充給電設備設置者のうち自家消費又は固定価格買

取制度に基づく余剰電力の売電をしていない場合）  

（７） 町税等納付状況確認同意書（様式第２号）  

（８） 再生可能エネルギー設備等設置承諾書（様式第３号）  

（９） その他町長が必要であると認める書類  

（補助金の交付決定）  

第５条 町長は，前条の申請書を受理したときは，速やかに内容を審査し，補助金

の交付の可否を決定するものとする。  

２ 町長は，前項の規定により補助金の交付の可否を決定したときは，申請者にそ

の旨を通知するものとする。  

３ 町長は，第１項の規定により補助金の交付の決定を行う場合において，必要が

あると認めるときは，条件を付することができる。  

（変更又は中止の届出）  

第６条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助対象者」とい

う。）が，設置事業の内容，工期及び金額を変更し，又は中止しようとするとき

は，西会津町再生可能エネルギー設備等設置事業変更・中止承認申請書（様式第

４号）を，町長に提出しなければならない。ただし，補助金額が増額となる変更

は認めない。  

２ 規則第６条第１項第１号に規定する別に定める軽微な変更は，補助金額に変更

の生じない工事金額の変更及び工事金額の２０パーセント未満の減額変更をする

場合とする。  

（工事完了報告）  

第７条 補助対象者は，設置事業が完了した日から１４日以内に，西会津町再生可

能エネルギー設備等設置事業完了報告書（様式第５号）に次に掲げる書類を添え

て，町長に報告しなければならない。  

（１） 設備設置事業の領収書又は請求書の写し  

（２） 設備設置事業工事完了写真  

（３） その他町長が必要であると認める書類  

（補助金の額の確定）  

第８条 町長は，前条の規定による報告があつたときは，速やかに審査及び現場確

認を必要に応じて実施し，適当と認めたときは，補助金の額を確定するものとす

る。  

（補助金の請求及び交付）  

第９条 補助対象者は，前条に規定する補助金の額の確定後，西会津町再生可能エ

ネルギー設備等設置事業補助金請求書（様式第６号）により，速やかに町長に補

助金を請求するものとする。  



２ 町長は，前項の規定による補助金の請求があつたときは，速やかに当該補助対

象者に補助金を交付するものとする。  

（権利譲渡の禁止）  

第１０条 補助対象者は，補助金の交付を受ける権利を第三者に譲渡し，又は担保

の用に供してはならない。  

（交付決定の取消し）  

第１１条 町長は，補助対象者が次の各号のいずれかに該当したときは，補助金の

交付決定を取り消すものとする。  

（１） 第３条に規定する要件に該当しなくなつたとき。  

（２） 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。  

（３） 偽りその他不正の手段により補助金の交付決定を受けたとき。  

（補助金の返還）  

第１２条 町長は，既に補助金の交付を受けた補助対象者がこの要綱に定める目的

以外に補助金を使用したときは，当該補助対象者から当該補助金に相当する金額

の全部又は一部を返還させることができる。  

（書類の整備等）  

第１３条 補助対象者は，補助事業に係る収入，支出等についての証拠書類を整備

保管しておかなければならない。  

２ 前項に規定する証拠書類は，当該補助事業の完了の日の属する会計年度の翌会

計年度から５年間保管しなければならない。  

（事業の確認）  

第１４条 町長は，補助事業を適正に執行するため，事業の状況を設置現場におい

て確認することができる。  

（その他）  

第１５条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は，町長が別に定める。  

附 則  

この要綱は，平成２５年４月１日から施行する。  

附 則（平成２７年告示第８号）  

この要綱は，平成２７年４月１日から施行する。  

附 則（平成２８年告示第１２号）  

この要綱は，平成２８年４月１日から施行する。  

附 則（令和４年告示第８号）  

この要綱は，令和４年４月１日から施行する。  

別表（第２条関係）  

交付対象設備  区分  設置の基準  補助金額  

太陽光発電  一般住宅事

業所農業用

施設  

住宅（事業所）の屋根等に設置し，

太陽光を利用し発電するシステム

で，電力会社と系統連系にともなう

３０，０００円／

kw 

上限＝１２万円  



電力需給に関する契約を締結する

もの。  

太陽熱利用  一般住宅  次の①又は②のいずれかに該当

する設備  

①住宅の屋根等に設置し，太陽熱エ

ネルギーを集めて給湯に利用す

る太陽熱温水器  

②住宅の屋根等に設置し，不凍液等

を強制循環する太陽集熱器と蓄

熱層から構成され，給湯や冷暖房

に使用するソーラーシステム  

工事費の１０％  

上限＝５万円  

風力発電小水力

発電  

一般住宅事

業所農業用

施設  

風力又は水力で発電を行なう設

備で発電した電力を何らかの形で

利用しているもの。  

工事費の１０％  

上限＝１０万円  

バイオマス燃料

ストーブ  

一般住宅事

業所農業用

施設  

木質ペレット・薪を燃料として暖

房用又は農業用施設の加温用とし

て設置するもの。（１台５万円を超

えるもの）  

工事費の１／３  

上限＝１０万円  

雪氷熱利用  一般住宅事

業所農業用

施設  

雪を利用した冷房等システムを

設置するもの。  

工事費の１０％  

上限＝１０万円  

蓄電池設備  一般住宅  次の要件をすべて満たす設備  

①国の補助事業の補助対象設備と

して，一般社団法人環境共創イニ

シアチブにより登録されている

ものであること。  

②太陽光発電設備を設置しており，

当該設備は固定価格買取制度に

基づく売電を行つていないこと。

ただし，固定価格買取制度に基づ

く売電を行つていても，買取期間

満了の前６か月以内かつ電力会

社からの余剰電力買取期間満了

に関する通知書が送付されてい

るものは対象とする。  

③蓄電池設備から供給される電力

が，住居において消費されるもの

であること。  

２０，０００円／

kw 

上限＝１０万円  



電気自動車充給

電設備（V２H） 

一般住宅  次の要件をすべて満たす設備  

①国の補助事業の補助対象設備と

して，一般社団法人次世代自動車

振興センターにより登録されて

いるものであること。  

②太陽光発電設備を設置しており，

当該設備は固定価格買取制度に

基づく売電を行つていないこと。

ただし，固定価格買取制度に基づ

く売電を行つていても，買取期間

満了の前６か月以内かつ電力会

社からの余剰電力買取期間満了

に関する通知書が送付されてい

るものは対象とする。  

③電気自動車充給電設備を介して，

電気自動車等から供給される電

力が住居において消費されるも

のであること。  

１設備あたり  

５万円（定額）  

 


